1． 企業補助者

　企業補助者は、生産的補助者と営業的補助者に分かれ、さらに営業的補助者は企業組織内の補助者（商業使用人）と企業組織外の補助者に分かれる。

2． 企業補助者の意義

　個人企業、会社企業を問わず、企業の規模が大きくなると、商人（営業主）あるいは会社経営者が自ら単独で、すべての企業活動を遂行することは困難となる。そこで企業は、活動の範囲を拡大し、より効果的に営利の実現を図るために、自己の活動を人的に補助する者を必要とするようになる。そして、企業が自己の企業活動を人的に補助するために設けたすべての制度を、一括して企業補助者という。この意味での企業補助者には、企業の営業活動を補助する者と生産活動の補助をする者とが存在する。この中、商法上の規制を必要とするのは営業的補助者であり、生産的補助者は民法ないし労働法の規制対象となっている。したがって、商法において企業を人的に補助する制度といえば、通常、営業上の補助者を指す。

三．営業的補助者

（１）企業組織内の補助者

　企業組織内の補助者に属する者は商業使用人である。この商業使用人は、特定の商人に従属して使用され、その営業上の対外的な活動を補助する者で、自らは商人としての資格を持たない。ここに従属するとは、雇用契約に基づいて、特定の商人の指揮監督に服する関係をいう。

　商業使用人には、支配人、番頭・手代および物品販売を目的とする店舗の使用人の３種類がある。いずれも、商人から営業に関する代理権を授与され、または法により代理権を擬制された者で、対外的に商人を代理する営業活動に従事する。したがって、商人の商業上の業務に従事する補助者であっても、代理権を有せずに純内部的な勤務に服する技師、簿記係、現金出納係などは、ここにいう商業使用人とはいえない。

（２）企業組織外の補助者

　企業が、その営業範囲を拡大して各地において取引活動を行う場合、支店の設置や使用人の派遣による方法よりも、その地域の事情に精通している仲介業者をして取引を拡大する方が、経費の制約や危険の回避のために有利な場合もある。

　これらの仲介業務には、商法上、代理商、仲介業、取次業の３種類がある。また、運送業者、倉庫業者あるいは銀行業者、保険業者などの補助商も、この企業組織外の補助者に属する。

（３）特約店・フランチャイジー

　流通業者（卸売商・小売商）である販売店を、対顧客との間の取引が誰の名、誰の計算で行われるかという点から分類すれば、①販売店の名および計算で行う自己商たる特約店、②販売店の名、商品供給者の計算で行う取次代理商、③商品供給者の名、販売店の計算で行うフランチャイジー、④商品供給者の名および計算で行う代理商の４類型に分類することができる。企業の補助機構として、①特約店と③フランチャイジーの制度も、重要な役割を担っている。

4． 商業使用人

（１）意義

　商業使用人とは、雇用契約に基づいて特定の商人に従属し、その商人の対外的な営業活動を補助する者をいう。

　（２）支配人

　支配人は、営業主に代わって営業に関する一切の裁判上および裁判外の行為をなす権限を有する商業使用人である。支配人は商業使用人であるから、支配人を選任することができる者は商人に限られる。非商人選任する支配人は、たとえその一切の裁判上または裁判外の行為をなす権限を有していても、商法上の支配人ではない。

　（３）番頭および手代

　商法は、営業に関するある種類または特定の事項の委任を受けた商業使用人について規定している。このような使用人は部分的ながら包括的かつ不可制限的な代理権を有するので、最高級の使用人である支配人に対して、番頭・手代を挙げているが、近代的企業においては部長・課長などの名称のつけられた使用人がこれにあたる。これらの使用人は、販売・購入・出納など、ある種類または特定の事項の委任を受け、部分的包括代理権を有するのである。

　（４）店舗使用人

　支配人および番頭・手代以外の一般の商業使用人は、営業主を代理する権限を有しないのが原則である。そこで商法は、物品販売店舗の使用人についてはその店舗にある物品の販売権限を有するものとみなした。取引の安全性を保護するためであり、商法における外観尊重主義のあらわれの１つである。

